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美浜発電所現地確認時資料



1美浜３号機 主な安全性向上対策の概要

【中央制御盤取替】(⾃主)

・炉内構造物を最新型に取替

【新炉内構造物（外観）】

【構台の設置】
・盛⼟の敷地部を削り、新たに構
台を設置

・アナログ式から最新のデジタル式
に取替

【使⽤済燃料ピットラック取替】
・床に固定しない「フリースタンディング
ラック」 に取替

【使⽤済燃料ピット補強】
・⽀持岩盤に鉄筋コンクリート造の
床の施⼯、鋼管杭を打設

【⽕災防護対策】
・重要なケーブルを燃えにくい難燃ケーブルへ引替
・ケーブルトレイに防⽕シートを施⼯

【炉内構造物取替】 【緊急時対策所】

・事故制圧・拡⼤防⽌を図る
ための対策本部

【免震事務棟】(⾃主)

・事故対応が⻑期化した場合の
⽀援
（要員待機、資機材保管）

防⽕シート

結束ベルト

構台設置後

使⽤済燃料ピットラック
（吊込み中）

⼯事範囲

美浜3号機特有な対策

【防潮堤設置】

・耐津波性(T.P.+4.0~4.2m)向上のため防潮堤
（T.P.+5.5~6.0m）を設置

防潮堤



美浜3号機 原⼦炉容器および蒸気発⽣器への注⽔⽔源 ２

格納容器

内部スプレポンプ

余熱除去ポンプ

充てん/⾼圧注⼊ポンプ

燃料取替⽤⽔タンク
復⽔タンク

１次系純⽔タンク

・蒸気発生器への補給水・１次冷却材系統の水質調整
・燃料取替用水タンクの補給水

１次冷却材系統

蒸気発⽣器

格納容器スプレイ

恒設代替低圧注⽔ポンプ

原⼦炉下部
キャビティ

1720m3
700m3

270m3
脱気⽔

純⽔
ほう酸⽔

約120m3/h（１台）

約850m3/h/台（2台）

約150m3/h/台（3台）

約420m3/h/台（4台）

約120m3/h（１台）

電動補助給⽔ポンプ 約85m3/h/台（2台）
タービン動補助給⽔ポンプ 約170m3/h（1台）

２次系純⽔タンク

純⽔
1000m3

原⼦炉容器

2600ppm

ほう酸タンク
21000ppm

ほう酸混合器

3号機淡⽔タンク

3000m3 3000m3

30m3（２基）

中圧ポンプ

海⽔

送⽔⾞

約30m3/h/台（2台）

約300m3/h/台
（２台＋予備1台）

1,2号機淡⽔タンク

（２基） （２基）

可搬式代替低圧注⽔ポンプ
約150m3/h（2台＋予備1台）

再循環サンプ

余熱除去ポンプへ

内部スプレポンプへ

純⽔装置

脱気装置

補給

補給

消⽕ポンプ
淡⽔タンクより

（電動1台・ディーゼル駆動2台）

原⼦炉下部キャビティ注⽔ポンプ

EL.32M接続⼝

EL.32M
接続⼝

復⽔タンク補給

・炉心への注水
・格納容器の圧力低減水

（⾮常⽤ディーゼル発電機室近くにも接続⼝あり）



美浜３号機 重⼤事故等発⽣時の原⼦炉容器等への注⽔設備 ３

可搬式代替低圧
注⽔ポンプ
（＋送⽔⾞）

恒設代替低圧注⽔ポンプ

海

燃料取替⽤⽔タンク

＊
蒸気（タービンへ）

給⽔

蒸気放出ライン

2次系
純⽔タンク

原⼦炉容器

格納容器

格納容器スプレイ

＊

＊
原⼦炉補機冷却⽔クーラ

内部ｽﾌﾟﾚﾎﾟﾝﾌﾟ 余熱除去ポンプ 電動補助給⽔ポンプ タービン動補助給⽔ポンプ

約120m3/h【1台】

約150m3/h/台
【2台＋予備1台】

中圧ポンプ

約30m3/h/台
【2台】

約420m3/h/台
【4台】

約850m3/h/台
【2台】 約3,200m3/h/台【4台】 約85m3/h /台【２台】 約170m3/h【１台】

海⽔ポンプ

約1,440m3/h/台
【3台＋予備１台】

⼤容量ポンプ

送⽔⾞
約300m3/h/台
【2台＋予備1台】

＜設計基準事故対処設備＞

使⽤できない
場合に備え

使⽤できない
場合に備え

更なるバック
アップ

海⽔ポンプ予備モータ※

【1台】

充てん／⾼圧注⼊ポンプ

約150m3/h/台
【3台】

＜多様性拡張設備※＞

※︓技術基準上の全ての要求
事項を満たすことや全てのプ
ラント状況において使⽤する
ことは困難であるが、プラン
トの状況によっては事故対
応に有効な⾃主設置設備

復⽔タンク

原⼦炉下部キャビティ注⽔ポンプ

約120m3/h【1台】

使⽤できない
場合に備え＜重⼤事故等対処設備＞

※写真はイメー
ジ

更なるバック
アップ

︓美浜3号機、⾼浜1,2号機
のみ設置

原⼦炉補機冷却⽔



美浜3号機 外部電源喪失時の電源確保（交流電源）（１／２）

＜設計基準事故対処設備＞

外部電源
(5回線)

⾮常⽤ディーゼル発電機
（２台）

【3,900kW/台】

外部電源
喪失時

使⽤できない
場合に備え

275kV
77kV美

浜
線

敦
賀
線 丹

⽣
線

美浜発電所

嶺南変電所 北陸電⼒
敦賀変電所

空冷式⾮常⽤発電装置
（２台）

【1,460kW/台】

号機間電⼒融通※
（1,2〜3号機︓１組＋予備１組）

更なるバック
アップ

電源⾞
（２台＋予備1台）

【488kW/台】

＜重⼤事故等対処設備＞

更なるバック
アップ

※︓多様性拡張設備
（1,2号機側の電源）
2号機⾮常⽤ディーゼル発電機（1台）︓3,300kW
空冷式⾮常⽤発電装置（2台＋予備1台）︓1,460kW/台

４



５美浜3号機 外部電源喪失時の電源確保（交流電源）（２／２）

【全交流電源喪失】

プラントトリップ

電源回復不能

1次冷却材漏えいの兆候

主蒸気逃がし弁(現地⼿動操作)
による急速冷却・減圧

1次系圧⼒・温度維持

︓追加対策

空冷式⾮常⽤
発電装置使⽤

電源復旧
主蒸気逃がし弁
による1次冷却系

急速冷却・減圧準備

蓄圧タンク注⼊完了および隔離

【空冷式ＤＧの操作】

⼿順については、事故時操作所則第２部およびSA所達に定めている。
空冷式ＤＧを起動、運転状態の確認。続けて２台⽬の起動を実施。
中央制御室２⼈ 現場２⼈で、約１９分で実施。（設置許可）
訓練も継続的に実施。

設
計
基
準
の
領
域

設
計
基
準
を
超
え
炉
⼼
損
傷
に
⾄
る
可
能
性
の
あ
る
領
域

・中央制御室からの起動 ・電源復旧操作

1825ｋVA／
台

ケーブル中継盤高圧ケーブル中継盤



美浜発電所 32m構台の設置

【概 要】３号機横の⾼台は、原⼦炉補助建屋、燃料油貯蔵タンク及び燃料油配管に対して地震（９９３ガル）による
崩壊により波及的影響を及ぼす可能性があるため、新たに地震に耐えうる構台を設置。

炉内構造物の運搬には、使⽤済燃料ピット補強・構台エリアを通過する必要があるため、
同⼯事の完了後に、炉内構造物を搬⼊した。

炉内構造物の
運搬経路

使⽤済燃料
ピット補強エリア

構台
エリア

構台設置状況(2020.2)

構台設置完了後の炉内構造物取替⼯事への引き渡し

先行掘削後(2019.3)

新構台

工事着手前

新構台の上部

６



①PHS
②運転指令装置

ＰＨＳ 運転指令装置

PHS、運転指令装置が使⽤できない場合、中央制御室と各現場間に敷設している通信回線を⽤いて連絡を実施。

携⾏型通話装置
通話装置⽤ケーブル

□ 3号機 メタクラ室
□ 3号機 空冷式⾮常⽤発電装置(屋外)

□ 3号機 主蒸気ヘッダ室

【携⾏型通話装置回線の恒設化(８箇所)を実施】

中央制御室から通話装置⽤ケーブルを敷設し連絡を実施
・１台あたり200mのケーブル
・訓練にて確認済み
・溢⽔による影響を受けにくい材質

(例)現場接続箇所

敷設しているケーブルが断線
通話ができない場合

中央制御室と現場との通信連絡⼿段および優先順位

③携⾏型通話装置
電源喪失で設備が
使⽤できない場合

…

重⼤事故対処設備の周辺に設置しており、現場のジャックに
接続して連絡を実施。

中央制御室 □

緊急時対策所□

中央制御室 1５台配備

中央制御室他 1０台配備

美浜3号機 緊急時対策所と現場との連絡⼿段 ７



美浜３号機 防潮堤の設置

○美浜3号機周辺に、想定津波⾼さ（３号機取⽔⼝において海抜4.2m）に対し、海抜5.5m〜6.0mの防潮堤を設置。

○美浜発電所外周に、海抜4.5m〜7.0ｍの防潮堤（外周防潮堤）を設置。

C-C断⾯

堆積物・
埋戻⼟等

埋戻⼟
建
屋

津波襲来側
⇒

防潮堤 T.P.＋5.５ｍ

岩 盤

屋外排⽔路 Ｂ-Ｂ断⾯

Ｃ-Ｃ断⾯

防潮堤
（鉄筋コンクリート部）

防潮堤
（地盤改良部）

地盤
改良

地盤
改良

屋外排⽔路

海⽔ポンプ室

MMR
(ｺﾝｸﾘｰﾄ)

海⽔ポンプ
循環⽔ポンプ防潮堤（鉄筋コンクリート部）

取⽔⼝

津波襲来側
⇒

Ａ-Ａ断⾯

防潮堤設置概要図

３号機周辺防潮堤
延⻑ 約400ｍ
⾼さ 約10〜35ｍ

T.P.＋6.0ｍ

コンクリート打設の様⼦

コンクリート

コンクリート
打設状況

地盤（⼟砂）の掘削時の様⼦

３号機

防潮堤⾼さ
海抜5.5m〜6.0m

コンクリートｺﾝｸﾘｰﾄ
L≒330m

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
L≒70m

８



９美浜3号機 シルトフェンス・ゼオライト（吸着剤）の保管状況等

ゼオライトを１０ｋｇ単位で袋詰め

特⾼開閉所

３号炉

丹生大橋
美浜原子力ＰＲセンター

１号炉２号炉

緊急時対策所

事務所

正⾨

︓シルトフェンス設置場所
︓放射性物質吸着剤
（ゼオライト）設置場所

︓側溝の排⽔の流れ⽅向

シルトフェンス
保管場所

シルトフェンス
保管場所

シルトフェンス
設置場所

シルトフェンス
設置場所

取⽔⼝

放⽔⼝
ゼオライト
保管場所

シルトフェンス⽤のアンカー シルトフェンス（サンプル）

浮き部

アンカー連結部

カーテン部

袋詰めしたゼオライトを
５０袋単位で⼤袋に梱包

発電所構内に設置したコンテナに保管

〇海洋への放射性物質の拡散抑制対策として、取⽔⼝、放⽔⼝に設置するシルトフェンスを発電所に保管済み。
〇放射性物質拡散抑制対策として、側溝等に設置する吸着剤（ゼオライト）を発電所に保管済み。（美浜３号機︓５ｔ）



炉内計装筒の
溶接部及び内⾯

（渦流探傷試験、
⽬視試験）

炉⼼領域の
⺟材及び溶接部

（超⾳波探傷試験）

１次冷却材
ノズルコーナー部
（渦流探傷試験）

美浜3号機 特別点検

原⼦炉格納容器の鋼板
（⽬視試験）

原⼦炉格納施設や
原⼦炉補助建屋などの
コンクリート構造物
（サンプル試験）

原⼦炉容器点検

内部コンクリート
原⼦炉格納施設基礎

原⼦炉補助建屋

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋(ﾀｰﾋﾞﾝ架台)

外部遮蔽壁

原⼦炉格納施設などの
コンクリート構造物からサ
ンプルを採取し、「強度」
や「遮蔽能⼒」などに異
常がないことを確認しま
した。

原⼦炉容器に対し、超⾳波
を使った探傷試験や電流を
使った渦流探傷試験などを
⾏い、「傷」がないことを確認
しました。

原⼦炉格納容器の鋼板の内外表
⾯を⽬視で念⼊りに確認し、「塗装
のはがれ」や「腐⾷」がないことを確
認しました。

コンクリート構造物点検
○点検の結果、いずれの設備にも異

常はありませんでした。
○点検結果は、原⼦⼒規制委員会

にも確認頂き、運転期間延⻑が認
可されました。

検査⽤のロボット ⽬視試験の様⼦

試験の様⼦
コアサンプル

原⼦炉容器

原⼦炉格納容器点検

10



美浜３号機 機器、配管等のサポート補強

基準地震動の⾒直し（750ガル→993ガル）を踏まえ、機器、配管等の耐震評価結果に基づき、サポート補
強を実施

１次冷却材配管
サポート⼤型化（強化）

蒸気発⽣器ブローダウンタンク

サポート形状変更（強化）

11



⾼浜発電所現地確認時資料



⾼浜１、２号機 主な安全性向上対策の概要
【緊急時対策所】

・事故制圧、拡⼤防⽌を図る
ための対策本部

【免震事務棟】(⾃主)
・事故対応が⻑期化した場合の
⽀援

（要員待機、資機材保管）

【⽕災防護対策】
・重要なケーブルを燃えにくい難燃ケーブルへ引替
・ケーブルトレイに防⽕シートを施⼯

防⽕シート

結束ベルト

【原⼦炉格納容器上部遮へい設置】
・事故時環境線量の低減を⽬的に鉄筋コンクート造の
上部遮蔽及び鉄⾻梁の複合構造のトップドーム

（屋根）を設置
【施⼯前】

１号機
２号機

【施⼯後】

１号機
２号機

【燃料取替⽤⽔タンク取替】

・耐震裕度を向上さ
せるためタンクを取替

最⼤厚さ
約30mm→約40mm

・耐震性向上のため、強固な地盤に海⽔管トンネルを設置し、海⽔管を敷設

幅︓約6ｍ

⻑さ︓約130ｍ
地表

岩盤新設海⽔管

新設海⽔管
トンネル

【海⽔取⽔設備移設】

【中央制御盤取替】(⾃主)
・アナログ式から最新のデジタル式に取替

中央制御盤

⾼浜1、2号機特有な対策

取材箇所

※中央制御室は
代表撮影社のみ

１号機
２号機

12



13重⼤事故に対する備え（①⾮常⽤ディーゼル発電機燃料貯油そう設置⼯事）

○重⼤事故時、７⽇間は外部からの⽀援無しに対応を継続する必要があることから、⾮常⽤ディーゼル発電機の燃
料貯油そうを新たに設置（２００ｍ３／基×２基／ユニット）

○基準地震動の増加に対応するため、背⾯道路を拡張した上で地下に新たな耐震タンクを設置

道路

立
坑

立
坑

法面

空冷式非常用
発電装置

空冷式⾮常⽤発電装置

地下タンク

油移送⽤ポンプ

グレーチング

排⽔溝
15cm以上
の囲い

恒設配管
フレキシブルホース

A-A断⾯図

保有空地
A

A

油移送用ポンプ

地下タンク

配管トレンチ

タンクローリー停止位置

囲い

排水溝

ベント管給排油管

油取出口

避雷針

排水パイプ（集水桝へ）

油分離槽

約5.5m
消火器格納箱

標識
掲示板

新設貯油そう

燃料配管トンネル



14重⼤事故に対する備え（②内部⽕災対策）
○内部⽕災によって安全上重要な設備が焼損することを防⽌するため、早期検知・早期消⽕する設備を整えるととも

に、ケーブルの難燃化等の対策を実施
①地震後の出⽕に対しても速やかに対処するため、従来の消⽕設備（タンク等）は耐震性を有しないことから、

耐震性のあるタンク（消⽕⽔バックアップタンク）・ポンプを設置
②⽕災の早期検知のため、⽕災感知器を追加設置
③⽕災の早期消⽕のため、ハロン消⽕装置（ポンプ等）、スプリンクラー、ケーブルトレイ消⽕装置を設置
④⽕災の影響を緩和するため、⾮難燃ケーブルの難燃ケーブルへの引替え、防⽕シートを⽤いた防⽕措置を実施

消⽕⽔系統追設

A淡⽔
タンク

B淡⽔
タンク

消⽕ポンプ
（電動）

消⽕ポンプ
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ）

消⽕ポンプ室
タービン
建屋

制御建屋等 補助建屋

消⽕設備

原⼦炉格納容器

電動ポンプ※
２台

Ｍ Ｍ電動弁※
２台

※ポンプ及び弁は
⾃動起動

(電源は⾮常⽤
電源系統)

Ｍ

︓既設消⽕⽔系統
︓耐震性のある消⽕⽔系統(新設)
︓基準地震動に対しても機能維持が可能な消⽕⽔系統

タンク

⽕災感知器
約2,500個

(約1,200個新設)

スプリンクラー
約600個新設

(配管約4,000m)

ハロン消⽕剤ノズル(局所*)
51対象機器新設

ポンプ

スプリンクラー等の設置ハロン消⽕設備の設置
*全域ハロンは

24区画に新設

2号機へ

消⽕⽔バックアップタンク新設
（150m3×4基／1･2号機）



15重⼤事故に対する備え（③放射性物質吸着剤の設置）
○炉⼼損傷が発⽣した状態で、格納容器へのスプレイが実施で

きない場合等は、放射性物質放出抑制の観点から放⽔砲に
よる放⽔を実施するとともに、シルトフェンスや放射性物質吸着
剤（ゼオライト）を設置することで、海域への放射性物質放
出を抑制

○ゼオライトは⼀袋約１０ｋｇ、合計９００袋以上を設置
（コンテナ２個に500袋ずつ保管）

放射性物質
吸着剤保管場所

放射性物質
吸着剤保管場所

(3,4号機⽤)

設置⽅法

側溝への放射性物質吸着剤の設置数量
約１７袋×３６ヶ所＝約６１２袋

シルトフェンス付近への放射性物質吸着剤の設置数量
約８０袋×４ヶ所＝約３２０袋

ゼオライト

放射性物質吸着剤の設置個所

保管状態

10kg×50袋×10パック
をコンテナ2個に保管



16重⼤事故に対する備え（④緊急時対策所設置）

○１号機から４号機で同時に重⼤事故が発⽣しても、必要な事故対応の指揮ができるよう、
規制要求事項※に適合する緊急時対策所（耐震建屋）を設置
※ 耐震性、対津波性に加え、共通要因で中央制御室と同時に機能を喪失しないこと

○事故対応要員をより多く収容するため、免震構造を有する建屋を設置（⾃主的措置）

【主な仕様】
・免震構造
・建屋内⾯積 約4,000㎡
・収容想定⼈数 最⼤約800⼈

・通信連絡設備
・⾮常⽤発電装置

免震事務棟
（免震建屋）

B1F

1F

2F

3F

４F

５F

６F

緊急時対策所
（耐震建屋） 【主な仕様】

・耐震構造
・建屋内⾯積 約750㎡
・収容⼈数 最⼤約200⼈

〔必要な数の要員を収容できる〕

・換気および遮へい設備
・情報把握設備
・通信連絡設備

︓規制要求

空気ボンベ

代替交流電源

B1

緊急時対策本部エリア

1F



17重⼤事故に対する備え（④緊急時対策所設置）

項目 旧仕様 新仕様

面積
・指揮所約108m2

・待機所約33m2

⇒合計約141m2

・指揮所＋待機所
約750m2 （約5.3倍）

収容人数
・指揮所８６人
・待機所２７人
⇒合計１１３人

・２００人

SA資機材保管エリア

電源室

旧 新

【指揮所】

【待機所】

資機材
保管庫

【B1F】 【1F】

○3,4号機再稼働の際は、1,2号機建屋内に緊急時対策所を設置（旧）
⇒２０１９．６に新緊急時対策所が運⽤を開始



18重⼤事故に対する備え（④緊急時対策所設置）
○シビアアクシデント時は、屋外が汚染されているため、緊急時対策所内に汚染を持ち込まないよう、チェンジングエ

リア内でタイベック・ゴム⼿・マスク等の装備を脱⾐し、サーベイした後に⼊室
○汚染が確認された場合は、簡易シャワー等を⽤いて除染

使⽤済靴カバー
使⽤済ゴム⼿袋
（１枚⽬）
使⽤済タイベック
（最外周）

粘着マット
靴に付着した放射性
物質を持ち込まないよ

う設置 粘着マット
靴に付着した放射性
物質を持ち込まないよ

う設置

使⽤済タイベック

使⽤済ゴム⼿（２枚⽬）

使⽤済マスク

使⽤済靴下

使⽤済綿⼿袋

簡易シャワー

使⽤済ウエス

⼊域者︓
退域者︓

⾝体サーベイエリア

除染エリア

脱⾐
エリア

バリア

バ
リ
ア

バ
リ
ア

バリア

バ
リ
ア

バリア

バ
リ
ア



19重⼤事故に対する備え
（⑤格納容器上部遮へい設置⼯事、⑪格納容器外部遮へい下部補強⼯事）

○炉⼼溶融後、事故収束に当たる要員は新たに導⼊された可搬式設備を⽤いて屋外で作業するが、炉⼼の溶融
によって作業環境の線量は⾼くなる。

○特に、⾼浜１，２号機は格納容器上部に遮へいを持たない構造であったことから、炉⼼溶融後はスカイシャイン*
によって周辺線量が⾼くなり、要員の作業が困難となる

○このため、格納容器上部に遮へいを設けた
これにより、スカイシャインガンマ線による作業員の被ばく線量は７０％低減される

○また、基準地震動の増⼤に対応するため、外部遮へい壁の補強を実施した
*スカイシャイン︓格納容器の上部（天井・トップドーム）を通過して外部へ漏れ出た放射線が建屋上⽅の空気で散乱され、格納

容器から離れた地上付近に降り注ぐ現象

上部遮へい設置前

格納容器
外部遮へい スカイシャイン

（ガンマ線）

上部遮へい設置後

約７０％
低減

上部遮へいの設置

格納容器格納容器

外部遮へい壁
の補強

屋外の作業員



20重⼤事故に対する備え
（⑤格納容器上部遮へい設置⼯事、⑪格納容器外部遮へい下部補強⼯事）

アニュラス

格納容器

E.L.＋１７．０ｍ

E.L.＋約 ８８ｍ

約 ４４ｍ
外部遮へい壁頂部の
撤去

上部遮へいの設置

外部遮へい壁上部の
補強（鉄筋追加）

外部遮へい壁下部の補強
（鉄筋追加・壁増厚）

屋
外
⼯
事

屋
内
⼯
事

上部遮へい

E.L.＋３２．０ｍ

①

③

②

②

○格納容器上部遮へい（トップドーム）を設置することにより、約1,800トンの重量増となること
から、これに⾒合う重量分の外部遮へい壁頂部を予め撤去

○耐震補強のため、外部遮へい壁の増厚ならびに補強を実施

①外部遮へい壁頂部の撤去 ③上部遮へいの設置②外部遮へい壁の補強



重⼤事故に対する備え（⑥燃料取替⽤⽔タンク取替⼯事） 21

海

燃料取替⽤⽔ﾀﾝｸ 蒸気（タービンへ）

給⽔

蒸気放出ライン

純⽔タンク

原⼦炉補機冷却器 原⼦炉容器

格納容器

格納容器スプレイ

復⽔タンク

充てん/⾼圧注⼊ポンプ

格納容器スプレイポンプ

余熱除去ポンプ
電動補助給⽔ポンプ

タービン動補助給⽔ポンプ

○燃料取替⽤⽔タンクは、⼀次冷却材の漏洩事象が発⽣した場合に炉⼼へ注⽔する「余熱除去ポンプ」や「充てん
／⾼圧注⼊ポンプ」、格納容器内の圧⼒を下げるために格納容器へスプレイする「格納容器スプレイポンプ」の⽔
源となるタンク

○燃料取替⽤⽔タンクには、ほう酸⽔が１，７２０ｍ３保管されている
〇燃料取替⽤⽔タンクは通常、定期検査時に原⼦炉容器と使⽤済燃料ピット間で燃料を移送する際に⽔中で作

業を⾏うためにタンクの⽔を張って移送するために⽤いる



Ｔ
／
Ｂ
建
屋
側

背
⾯
道
路
側

防護鋼板

２号機燃料取替
⽤⽔タンク

１号機燃料取替
⽤⽔タンク

防護鋼板

防護ネット

防護ネット

22重⼤事故に対する備え（⑥燃料取替⽤⽔タンク取替⼯事）
○基準地震動の⾒直しを踏まえ、燃料取替⽤⽔タンクの耐震裕度を向上させるため、板厚を増したタンクを新規

に製作し、取替を実施
○取替後のタンク周囲には⻯巻⾶来物防護設備を設置（過去の⽇本最⼤⾵速92m/sを上回る100m/sの⻯

巻が発⽣した場合に135kgの鋼材が⾶来することを想定した設計）

（取替前） （取替後）
容量 ︓１，７２０ｍ３

本体材質 ︓ＳＵＳ３０４
本体⼨法 ︓形状 Φ１１ｍ×Ｈ２２ｍ

板厚 ８〜３４ｍｍ
本体重量 ︓１１５ｔ（1,250tｸﾚｰﾝにて揚重)
基礎ボルト ︓約６０Φ(W2 1/4)×１００本

容量 ︓変更なし
本体材質 ︓変更なし
本体⼨法 ︓形状変更なし

板厚 ８〜４０ｍｍ
本体重量 ︓１９９ｔ（1,600tｸﾚｰﾝにて揚重)
基礎ボルト :Ｍ６４（６４Φ）×１００本

基礎ボルト
サイズアップ

胴板増厚

基礎⼯事

（⻯巻⾶来物防護設備）

タンク吊込の様⼦



23⾃主的な安全性向上対策（⑦中央制御盤取替⼯事）

中央制御盤更新の概要図（イメージ図）

旧中央制御盤

ディジタル式
中央制御盤

中央制御盤 （中央制御室）

送電盤

所内盤

換気空調盤

プラント
計算機警報監視盤

安全防護系
ﾘﾚｰﾗｯｸ

1次系補助
ﾘﾚｰﾗｯｸ

原⼦炉保護
ﾘﾚｰﾗｯｸ

ｹｰﾌﾞﾙ処理室

原⼦炉
保護装置

原⼦炉
制御装置

各設備より

各設備より

（ﾘﾚｰﾗｯｸ室他）

2次系補助
ﾘﾚｰﾗｯｸ

原⼦炉ﾄﾘｯﾌﾟ
遮断器盤

（現場）

［⼯事範囲図］

プラント設備

○中央制御盤の指⽰計等は、既に多くが⽣産中⽌となっていたことから、保守性向上の観点から、中央制御盤
全体を最新のディジタル式に取替

［⼯事概要］
従来の中央制御盤上にある指⽰計による監
視から、運転コンソールのディスプレイ及び⼤
型表⽰装置での監視に変更

[電源構成]
総合ディジタル式中央制御盤導⼊に伴い、計器⽤
電源容量が増加するため、事前評価した上で、計
器⽤電源の増強(更新)を実施
（定格容量︓170KVA→300KVA）

更新

本
工
事

⼤型表⽰装置

運転コンソール



24⾃主的な安全性向上対策（⑦中央制御盤取替を踏まえた運転員の訓練）

【運転員の訓練実績（新型制御盤の操作に重点を置いた訓練を実施）】

○新型制御盤導⼊に先⽴って新型中央盤シミュレータを設置し、繰り返し習熟訓練を実施
現在は再稼働に備えて直員連携訓練（直毎に⾏う訓練）等を継続的に実施



25

1970～1980年代

1990年代 2000年代～

アナログ制御系

アナログ保護系

監視：ハード計器

操作：ハードスイッチ
中央盤

アナログ※制御系

アナログ※保護系

監視：ハード計器主体、

CRT導入（補助）

操作：ハードスイッチ

中央盤

高浜1/2号機(CBR前)、美浜3号機（CBR前）、大飯1/2号機 高浜3/4号機（建設時）

大飯3/4号機（建設時） 泊3号機、伊方1/2号（CBR後）、
高浜1/2号機(CBR後)、美浜3号機(CBR後)

第１世代 第２世代

第３世代 第４世代

デジタル制御系

アナログ※保護系

監視：ＣＲＴ主体、ハー

ド計器（補助）

操作：ハードスイッチ

中央盤

デジタル制御系

デジタル保護系

監視：大型画面、ＶＤＵ

操作：ソフト（タッチ）オ
ペレーション（ＶＤＵ）

中央盤

【ＶＤＵ】指示計・記録計等との
情報統合およびタッチパネル
方式による監視操作性を向上
したディスプレイを採用

【大型画面】プラント全体を可
視化し、迅速な状況把握や
運転員間の認識共有を改善

ＣＲＴ

※現在はデジタル化済

※現在はデジタル化済

⾃主的な安全性向上対策（⑦中央制御盤取替⼯事）



26⑧⻑期停⽌中の機器保管対策と健全性確認
○⻑期停⽌中は、機器の運転状態や劣化モードに応じて保全計画を策定

保全が必要な機器等は、停⽌期間中も追加点検で定期検査並みの点検・検査（定事検）を実施
※追加点検は定検の間隔と同様に、概ね１３か⽉を超えない期間で実施

○追加点検対象とならない機器は、再稼働前に保管状態等に応じた点検を実施
○これらに加え、ＳＡ登録されている機器については、国（ＮＲＡ）の検査である使⽤前検査を受検

機器・系統の例 長期停止中の状況 点検・保全内容

長
期
停
止
中

運
転
し
て
い
る
機
器

海水系統
連続運転
（ＳＦＰ冷却等で使用）

追加点検で継続的に点検を実施
（再稼働前に分解点検を実施）

補機冷却水系統
連続運転
（ＳＦＰ冷却等で使用）

長
期
停
止
中

運
転
し
て
い
な
い
機
器

余熱除去系統
待機状態
（ＲＣＳ浄化等で１回/月程度使用）

ディーゼル発電機
待機状態
（サーベランスで１回/月運転）

充てん／高圧注入ポンプ 非使用・満水保管 再稼働前に分解点検を実施

主タービン 非使用・乾式保管
再稼働前に内部点検を実施

脱気器、熱交換器 非使用・乾式保管



27重⼤事故に対する備え（⑨内部⽕災対策︓ケーブル防⽕措置）
○発電所で使⽤するケーブルは計装、制御及び電⼒ケーブルの3種類に分けられる。
○安全機能を有する機器に使⽤する⾮難燃ケーブルは、不燃材の防⽕シートによりケーブル及びケーブルトレイを覆った複合体を

形成することで難燃性を確保。防⽕シートを巻きつけるケーブルトレイは、総⻑約４，５００ｍ（１号炉当たり）
○なお、以下の⾮難燃ケーブルについては安全性向上及びリスク低減の観点より、複合体の形成ではなく難燃ケーブルに取替え。

・ 原⼦炉格納容器内の安全機能を有する機器等のケーブル（防⽕シートがデブリとなるリスクを低減）
・ 通電時間の⻑い⾼圧電⼒ケーブル※１（過電流による発⽕リスクを低減）
・ ケーブル処理室(リレー室含む)のケーブル（可燃物であるケーブル物量の⼤幅な削減※２）

制御盤

伝送器

電気
ペネ

計装ケーブル

制御ケーブル

電⼒ケーブル

アニュ
ラス部

原⼦炉格納容器

管理区域
（原⼦炉補助建屋、中間建屋）

⾮管理区域
（制御建屋、中間建屋）

中央制御室

配管

電気ペネ部のケーブルはシリコ
ンゴム絶縁－シリコンゴムシー
スであり難燃性を有する

ケーブル処理室
（リレー室含む）

︓難燃ケーブルに引き替える範囲
（ケーブル⻑さ 約770km）

︓防⽕シートにより複合体を
形成する範囲
（ケーブル⻑さ 約570km

ケーブルトレイ 約4.5km）機械
ペネ

⾮管理区域
（タービン建屋）

作業⽤
分電盤

電⼒ケーブル

メタクラ
（電源）

ポンプ

電気
ペネ

パワーセンタ
（電源）

貫通部

【ケーブル敷設状況(イメージ)】
〇計装ケーブル︓計装設備(伝送器など)の信号

の受け渡しに⽤いるケーブル

〇制御ケーブル︓機器の動作などの制御信号
の受け渡しに⽤いるケーブル

〇電⼒ケーブル︓ポンプや弁などの動⼒の受け
渡しに⽤いるケーブル

⾮安全系設備

※１︓通電時間の⻑い⾼圧電⼒ケーブル以外
の電⼒ケーブルは防⽕シートにより複合
体を形成

※２︓中央制御盤取替⼯事により信号を集約
し伝送することができる光ケーブルに引き
替えることで約4割に削減

ケーブル全体の約50%

ケーブル全体の約８%



28重⼤事故に対する備え（⑨内部⽕災対策︓ケーブルトレイ防⽕措置）
○ケーブルトレイについては、防⽕シートを設置した後に、ケーブルトレイ消⽕設備を設置したのちに、トレイ

を全周囲うように発泡性耐⽕被覆を設置
○ケーブルトレイ消⽕装置と発泡性耐⽕被覆を設置するケーブルトレイは、総⻑約２，０００ｍ
【⽕災防護対策実施後のケーブルトレイ】

感知チューブ

ハロンガスボンベ

圧⼒スイッチ
（動作検知⽤）

消⽕ガス導管

施⼯状況（外観）

防⽕シート

内部構造



29重⼤事故に対する備え（⑨内部⽕災対策︓ケーブルトレイ防⽕シート）

防⽕シート 結束ベルト

ケーブルトレイ 防⽕シート間重ね代︓≧120ｍｍ

＜垂直トレイ＞ ＜⽔平トレイ＞

結束ベルト

ケーブルトレイ シート
押さえ器具

防⽕シート

≦
30

0m
m

≦
30

0m
m

≦
30

0m
m

防⽕シート間重ね代︓
≧120ｍｍ

≦
90

0m
m

ケーブル
【施⼯例】

ケーブル

○ケーブルトレイに、安全対策⼯事で新設する設備の電源ケーブルや、制御ケーブルなどを布設した後に、
幅１ｍの防⽕シートを順番に、ケーブルトレイに順番に巻き付けていく。

○また、防⽕シートがずれないように、300mm以内の間隔で結束ベルトで固定したり、垂直部分には
シート押え器具を900mm以内の間隔で取り付けていく。

施⼯状況



30重⼤事故に対する備え（⑨内部⽕災対策︓ケーブルトレイ消⽕装置）
○ケーブルトレイ消⽕装置は、防⽕シート施⼯後にケーブルトレイ内に感知チューブと消⽕配管を設置
○消⽕配管と感知チューブをケーブルトレイ近傍に設置した消⽕ボンベに接続
○ボンベ１本あたりの消⽕材量に上限があり、合計で約２００セットの消⽕装置を設置

容器弁ケーブルトレイ消⽕設備の１セットの範囲 消⽕剤
ボンベ

消⽕ノズル感知チューブ

約２００セットを設置



31重⼤事故に対する備え（⑨内部⽕災対策︓発泡性耐⽕被膜）
○安全系ケーブルトレイの⼀⽅で発⽣した⽕災が、他⽅の安全系のケーブルトレイに伝播することを防⽌するため、

消⽕装置設置後に発泡性耐⽕被覆（ＳＫシート）を設置
○発泡性耐⽕被覆の設置のためには、ケーブルトレイの周りに枠組みを設置してから、板⾦を枠組みに固定。その後、

発泡性耐⽕被覆を２枚貼り付け。つなぎ⽬などは、アイロンやドライヤーを⽤いて１つずつ融着させることで完成

【施⼯例】
トレイの周りに枠組みを設置する。 板⾦を固定し、発泡性耐⽕被覆２枚を貼り付ける。



32重⼤事故に対する備え （⑩格納容器再循環サンプ）

①
拡⼤

容量 材料 ⼨法
格納容器
再循環
サンプピット

約65m3 コンクリート壁
2169ｍｍ

×
7338ｍｍ

格納容器
再循環

サンプスクリーン
（モジュール18基）

3396m3/h以上
（余熱除去ポンプ2台
内部スプレポンプ4台

の合計容量）

ASTM
A240TP304

(SUS304相当）

約1.7ｍｍ
(スクリーン

孔径)

②
②

格納容器再循環
サンプピット

格納容器再循環
サンプスクリーン

余熱除去系統Ｂ

余熱除去系統Ａ

格納容器スプレイ系統Ａ

格納容器スプレイ系統Ｂ

①

平⾯図 断⾯図

②

＜格納容器再循環サンプピット＞
LOCA時に流出した冷却材を溜め、炉⼼注⽔・格納容器スプレイの⽔源として⽤いる。

＜格納容器再循環サンプスクリーン＞
LOCA時にサンプピットに流れ込んでくる破損した保温材等の異物をろ過する。

⽬ 的
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原⼦炉下部連通管
E.L.+9.6m

原⼦炉下部キャビティ
直接注⽔配管

○⾼浜1,2号機は原⼦炉下部床⾯が周囲の
区画床⾯と同レベルであるため、溶融炉⼼落
下までに溶融炉⼼-コンクリート相互作⽤
(MCCI)抑制に必要な⽔量を蓄⽔できない
（注︓⾼浜3,4号機は原⼦炉下部床⾯が
約1m下がっており下部キャビティに⽔が畜⽔
される）

○このため、原⼦炉下部キャビティ注⽔ポンプを
設け、原⼦炉下部（原⼦炉下部キャビ
ティ）に直接注⽔することで、MCCIを抑制

連通管

原⼦炉下部キャビティ
⾼浜1,2号機（美浜３号機）⾼浜3,4号機

CVスプレイ⽔

約1m
床⾯ELが
外周区画と
同レベル

原⼦炉下部キャビティ注⽔ポンプ

約1.2m

直接注⽔により下部キャビティに先⾏蓄⽔させる

CVスプレイ⽔

連通管

原⼦炉下部キャビティと
原⼦炉格納容器最下階
フロアで⽔のやり取りを⾏う
ために設置。

外周区画から優先的に下部キャビティへ⽔が流れる

燃料取替
⽤⽔タンク
より

新設

重⼤事故に対する備え（⑩下部キャビティ注⽔ポンプ）



34

名称 原子炉下部キャビティ注水ポンプ

種類 うず巻形

容量 120 m3/h/個
個数 1 台

電動機出力 160 kW/個
設置床 E.L.‐1.6 m

諸元

Ａ系スプレ
リングヘッダ

Ｂ系スプレ
リングヘッダ

ループ低温側

燃料取替⽤⽔タンク

復⽔タンク

Ａ、Ｂ内部スプレポンプ

Ｃ、Ｄ内部スプレポンプ
Ｂ内部スプレクーラ

Ａ内部スプレクーラ

B余熱除去ポンプ
B余熱除去クーラ

原⼦炉下部キャビティ注⽔ポンプ

恒設代替低圧注⽔ポンプ

原⼦炉下部
キャビティ

原⼦炉下部キャビティ注⽔ポンプ
【原⼦炉補助建屋(E.L.-1.6m)RHRP室前通路】

概略系統図

燃料取替⽤⽔系

格納容器内

M

M

重⼤事故に対する備え（下部キャビティ注⽔ポンプ）



35重⼤事故に対する備え（⑫可搬型計測器によるパラメータ測定）

各監視対象パラメータのケーブルを解線し、
可搬型計測器を接続する。

各監視対象パラメータの採取ラインにスイッチおよび
接続⼝を設置し、スイッチ切替および接続⼝への
つなぎこみにより、可搬型計測器を接続する。

○中央制御室でのパラメータが監視不能となっ
た場合、各計測器からの出⼒を直接測定す
ることで、パラメータの監視を⾏う⼿順・機器
等を整備

○従来、可搬型計測器の接続点を解線して
接続していたが、スイッチと接続⼝を設けるこ
とで、パラメータ監視⼿順を簡略化

改善後（イメージ）改善前（イメージ）

②キャップ取り外し

①スイッチ
切替

③コネクタ差込

①ケーブル解線
（取り外し）

②計測器取付

重要な計測器
（温度計等） ⼊出⼒盤

●●℃
○○kPa

中央制御室

通常は中央制御室の
画⾯表⽰にて
パラメータ監視電源喪失等により監視不能

となった場合、⼊出⼒盤の
⼊⼝にて計測器の出⼒を

直接測定することにより監視(電源内蔵)

改善



36⑫⾼浜１/２号機⽤ SPDSサーバーの設置

新規制基準対応の⼀環として、１/２号機の事故時パラメータを含むプラントパラメー
タを伝送するSPDSサーバーを、中間建屋リレー室に設置した。
なお、本サーバーは耐震性を確保するとともに、安全系⺟線より電源を供給し、事故時

においても確実に動作するものとしている。

SPDSサーバー
(伝送装置制御盤)外観

SPDS︓安全パラメータ表⽰システム

重要な計測器
（温度計・圧⼒計等）

⼊出⼒盤

●●℃
〇〇kPa

中央制御室

●●℃
〇〇kPa

●●℃
〇〇kPa

●●℃
〇〇kPa

SPDSサーバー
(伝送装置制御盤)内部

ERSS
(NRA伝送)

緊急時対策所他

SPDS
サーバー

ＳＰＤＳ
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外部電源が喪失し、⾃号機の⾮常⽤ディーゼル発電機が使⽤できない場合に備え、
他号機の⾮常⽤ディーゼル発電機から電⼒を融通できるよう、
号機間融通⽤⾼圧ケーブル接続盤、コネクタ盤を設置、号機間融通ケーブルを敷設した。

重⼤事故に対する備え（⑬号機間電源融通ケーブル）

⾼浜３号機（※）

6.6kV
4-1A⺟線
(Aトレン)

１A⾮常⽤
ディーゼル発電機

1B⾮常⽤
ディーゼル発電機

6.6kV
4-1B⺟線
(Bトレン)

6.6kV
4-３B⺟線

（※）本図記載では４号炉電源系統は省略している。

しゃ断器

号機間融通⽤
⾼圧ケーブル

接続盤

号機間融通⽤
⾼圧ケーブル
コネクタ盤

6.6kV
4-2A⺟線
(Aトレン)

２A⾮常⽤
ディーゼル発電機

2B⾮常⽤
ディーゼル発電機

77kV系統
⾼浜連絡線

予備
変圧器

6.6kV
4-2B⺟線
(Bトレン)

しゃ断器

号機間融通⽤
⾼圧ケーブル

接続盤

号機間融通⽤
⾼圧ケーブル
コネクタ盤

⾼浜２号機⾼浜１号機

しゃ断器しゃ断器

︓しゃ断器 ︓接続盤・コネクタ盤

起動
変圧器

降圧
変圧器

500kV系統（34号機（⻘葉線1L・2L ）、12号機（⾼浜線1L・2L））

所内
変圧器

主変圧器起動
変圧器

１，２号炉へ

6.6kV
4-3Ａ⺟線

号機間融通⽤
⾼圧ケーブル コネクタ盤

号機間融通⽤
⾼圧ケーブル接続盤（1号側）

凡例︓ ︓号機間融通

号機間融通⽤
⾼圧ケーブル

接続盤

号機間融通⽤
⾼圧ケーブル
コネクタ盤

所内
変圧器

主変圧器

昇圧
変圧器

所内
変圧器

主変圧器

昇圧
変圧器

︓予備ケーブル（１－２号炉間） ︓予備ケーブル（３－４号炉間）

（４号炉へ）

（４号炉へ）しゃ断器しゃ断器



38⾃然災害に対する備え（⑭２号機海⽔取⽔設備移設⼯事）

○堆積層に設置されている既設海⽔管を強固な岩盤に設置するため、海⽔管敷設⽤のトンネルを
掘削し、新たな海⽔管を設置
①新設海⽔管トンネルの掘削 ②新設海⽔管の設置 ③新設海⽔管へ切替え

２．⼯事概
要

︓海⽔取⽔設備

新設海⽔管トンネル

新設海⽔管

地表

約
30
m

約
6
m

約6m

２号機 １号機

タービン建屋

既設海⽔管

【海⽔管移設イメージ】

既設海⽔管
堆積層

岩盤

①②
トンネル、新設海⽔管

③

A－Ａʻ 断⾯

A

Aʻ
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２号機の状況（2021/3/1）

主柱(⾜場内)
１号機の状況

主柱鋼板横梁

防護ネット防護ネット

⾃然現象に対する備え （⑭海⽔ポンプ⻯巻⾶来物防護設備）

核物質防護上の観点から⼀部画像を加⼯しています。



３/４号機海⽔ポンプエリア(2台)

１号機海⽔ポンプエリア

２号機海⽔ポンプエリア

40⾃然現象に対する備え （⑮警報が発令されない津波への対応）
○⾼浜発電所は、想定される津波⾼さよりも敷地⾼さが低いことから、津波警報が発信されれば直ちに防潮ゲートを

閉鎖し、津波から発電所施設を守る
○⼀⽅、最新の知⾒から、「隠岐トラフ海底地すべり」によって津波が発⽣した場合、津波警報が発令されない可能

性があることが判明
○対策として、発電所構内にある潮位計により津波変動を監視し、潮位計４台中２台で津波兆候が検知されれば、

直ちにプラントを停⽌し、防潮ゲートを閉鎖

３号機
（４号機も同様）

１号機
（2号機も同様）

潮位検出器

潮位検出器取付架台
(耐震性あり)

潮位計外観

潮位計設置場所

⾼浜発電所への影響が⼤きいと
考えられる隠岐トラフ海底地すべり
発⽣想定位置（3地点）

⾼浜発電所
・

約100km



41重⼤事故に対する備え（⽔源タンクの運⽤⾒直し）

○屋外タンクが地震等で破損して中の⽔が流出（溢⽔が発⽣）した場合に、重要な設備を守る必要がある
○このため、３，４号機再稼働時には、その機器に要求される機能が喪失する可能性がある⽔没⾼さ（＝機能喪

失⾼さ）が１８ｃｍと最も低い消防ポンプを守るため、タンク容量を制限（左図）
○今回、１，２号機再稼働に合わせて実施するＳＡ⾼度化で消防ポンプを送⽔⾞に置き換えたことに伴って、最も

低い機能喪失⾼さが⼤容量ポンプの２８ｃｍとなったため、これに合わせてタンクの⽔位制限を緩和（右図）

３，４号機再稼働時 ＳＡ⾼度化後

3・4淡⽔タンク
/純⽔タンク
6000m3

地震等でタンクが破損して周囲に
漏れると、低い⽔位で消防ポンプが
⽔没して使⽤不能となる
⇒⼤幅な⽔位制限が必要

3・4淡⽔タンク
/純⽔タンク
6000m3

消防ポンプを送⽔⾞に置き換えた
ことで⽔没しにくくなった
⇒⽔位制限を緩和

18cm⽔没すると
使⽤不能となる

28cm⽔没すると
使⽤不能となる

⼤容量ポンプ消防ポンプ



タンク容量
6000m3

に対し設備
保護の観点
から運⽤値
として設定

1・2 A
純水タンク
1480m3

42

各淡水負荷へ

原水ポンプ

各消火水
負荷へ

補給水ポンプ純水ポンプ

低圧純水負荷へ高圧純水負荷へ

純水負荷へ

1・2号機側 3・4号機側

3・4 
A 2次系
純水タンク

0m3

補給水脱塩塔

造水量1100t/日

造水量1000t/日

1・2 純水装置
(補給用の）脱塩塔

上水道購入

原水受入ポンプ

3・4 C
淡水タンク
2554m3

⇒5900m3

3・4 A
淡水タンク

0m3

1u(2u)
復水タンク

700m3

ポンプ

1・2 B
純水タンク
1480m3

3・4 B
淡水タンク
2593m3

⇒5800m3

ポンプ

蒸気発生器

蒸気発生器

消火栓

接続口

消火ポンプ

3u(4u)
復水タンク

646m3

既設ライン

新設ライン

3u(4u)
脱気器

500m3

主給水ポンプ

3・4
B 2次系
純水タンク
2554m3

⇒5900m3

3・4 純水装置 3u(4u)
A・B

ほう酸タンク
58.9m3

3u(4u)
1次系純水

タンク
178m3

原子炉

格納容器

3u(4u)燃料取
替用水タンク

充てん/高圧注入
ポンプ

恒設代替低圧
注水ポンプ

補助給水ポンプ
1u(2u)
1次系

純水タンク
295m3

1u(2u)
ほう酸タンク

30m3

(2基)

原子炉下部キャビティ

原子炉

1u(2u)
脱気器

350m3

主給水ポンプ

補助給水ポンプ

接続口

充てん/高圧注入ポンプ

恒設代替
低圧注水ポンプ

原子炉下部キャビティ注水ポンプ

淡水ポンプ

格納容器

1・2号 ⇔ 3・4号へ融通

重⼤事故に対する備え（⽔源タンクの運⽤）
○ＳＡ⾼度化以降の１〜４号機で保有する⽔源タンクは以下の通りとなる

1・2 A
淡水タンク
5560m3

1・2 B
淡水タンク
5560m3

1・2 C
淡水タンク
5560m3

1・2 D
淡水タンク
5560m3

1・2 E
淡水タンク
5560m3

溢⽔の観点から制限
2700m3⇒1480m3

(55%)

1u(2u)
燃料取替
用水タンク
1720m3

耐震の観点から制限
510m3⇒295m3

(58%)

タンク容量
6000m3

に対し設備
保護の観点
から運⽤値
として設定

タンク容量
6000m3

に対し設備
保護の観点
から運⽤値
として設定

E海水
淡水化装置

C・D海水
淡水化装置

淡水貯水槽
700m3
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外部電源
（既設５回線）

500kV
77kV⻘

葉
線

⾼
浜
線

⾼
浜
連
絡
線

⾼浜発電所

新綾部変電所
⾼浜変電所

＜ＤＢ設備＞
プラント設置当初からの既設設備

外部電源 ⾮常⽤
ディーゼル発電機

（２台／号機） （２台／号機）

＜ＳＡ設備＞
新規制基準の対応（新規設備）

空冷式⾮常⽤
発電装置 電源⾞

（２台／号機＋予備１台）

更なる
バックアップ

号機間電⼒融通ケーブル
（１号機〜２号機）

（１組＋予備１組）

《凡例》 ：既設設備

：新設設備

：新設可搬設備

重⼤事故に対する備え（電源の確保）

使⽤できない
場合に備え

更なる
バックアップ

外部電源
喪失時



重⼤事故に対する備え（代替所内電気設備） 44

設置許可基準57条要求（※）として、既存の所内電気設備と位置的分散が図られた所内電気設備
（※）所内電気設備は、代替所内電気設備を設けることなどにより共通要因（地震、⽕災、溢⽔等）で機能を失うことなく、少な

くとも⼀系統は機能維持を図ること。

︓今回設置

外部電源５回線（500kV︓4回線、77kV︓1回線） 電源⾞（２台/ユニット＋共通予備１台）

＜遠隔操作盤＞

屋外電源接続盤＜2箇所＞

空冷式⾮常⽤発電装置（2台/ユニット）
余
熱
除
去
ポ
ン
プ

内
部
ス
プ
レ
ポ
ン
プ

海
⽔
ポ
ン
プ

⾮常⽤⾼圧⺟線（6.6kV）

恒
設
代
替
低
圧
注
⽔
ポ
ン
プ

蓄
圧
タ
ン
ク
出
⼝
弁

Ｓ
Ａ
監
視
計
器
⽤
電
源

ア
ニ
⑃
ラ
ス
循
環
フ

ン

⾮常⽤所内⺟線（440V）

…
…

…
…

…

…
…

…
…

…
…

１
２
５
Ｖ
直
流
き
電
盤

中央制御室

Ａ機 Ｂ機

切 ⼊ 切 ⼊
※２
可搬式整流器を接続
して、直流き電盤に直
流電源を供給すること
が可能。

代替所内
⾼圧ケーブル
分岐盤

起動・停⽌信号

※２

⾮常⽤ディーゼル発電機

既存の所内電気設備より
受電できない場合、代替
所内電気設備より受電

空冷式⾮常⽤発電装置
から受電できない場合、
電源⾞を接続

代替所内分電盤補機
切替盤 原

⼦
炉
下
部
キ
⑂
ビ
テ


注
⽔
ポ
ン
プ

系統構成

設備概要

※１
既存の所内電気設備

※１

※１



45重⼤事故に対する備え（原⼦炉・蒸気発⽣器への注⽔）
○⼀次冷却材が漏洩する事象が発⽣した場合、失われた冷却⽔を速やかに原⼦炉へ注⽔することが

重要であり、また、加圧⽔型原⼦炉では、蒸気発⽣器を介した⼀次冷却材（原⼦炉）の冷却のた
めに、蒸気発⽣器への注⽔を維持することも重要

○新規制基準では、これまでに備えられている原⼦炉への注⽔や蒸気発⽣器への注⽔設備が機能し
ない場合に備え、可搬設備等も⽤いた注⽔⼿段の多様化を実施

海

燃料取替⽤⽔ﾀﾝｸ 蒸気（タービンへ）

給⽔

蒸気放出ライン

純⽔タンク

原⼦炉補機冷却器 原⼦炉容器

格納容器

格納容器スプレイ

復⽔タンク

充てん/⾼圧注⼊ポンプ

格納容器スプレイポンプ

余熱除去ポンプ
電動補助給⽔ポンプ

タービン動補助給⽔ポンプ

原⼦炉・格納容器への注⽔
蒸気発⽣器への注⽔

新規制基準導⼊以前の
安全系既設設備概要

＜ＤＢ設備＞
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余熱除去ポンプ

充てん・⾼圧注⼊ポンプ
（２台／号機）

（３台／号機）

＜ＤＢ設備＞
プラント設置当初からの既設設備 恒設代替低圧注⽔ポンプ

可搬式
代替低圧注⽔ポンプ

原⼦炉下部キャビティ
注⽔ポンプ

（１台／号機）

（１台／号機）

（２台＋予備１台／発電所）

＜ＳＡ設備＞新規制基準の対応（新規設備）
＜ＳＡ設備※＞

内部スプレイポンプ

充てん・⾼圧注⼊ポンプ

（４台／号機）
２台に⾃⼰冷却配管を設置

（３台／号機）
１台に⾃⼰冷却配管を設置

※DB設備であるがSA設備としても活用

重⼤事故に対する備え（原⼦炉・格納容器への注⽔）

《凡例》 ：既設設備

：新設設備

：新設可搬設備

内部スプレイポンプ

（４台／号機）

使
⽤
で
き
な
い

場
合
に
備
え

更
な
る

バ
⑁
ク
ア
⑁
プ
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＜ＤＢ設備＞
プラント設置当初からの既設設備

タービン動補助給⽔ポンプ

電動補助給⽔ポンプ

（１台／号機）

（２台／号機）

使
⽤
で
き
な
い

場
合
に
備
え

＜⾃主的な安全性向上＞
蒸気発⽣器への注⽔⼿段は多重化・多様化されているが、
更なる安全性向上のため、中圧ポンプと送⽔⾞を⽤いて蒸
気発⽣器へ注⽔する設備と⼿順を整備

中圧ポンプ 送⽔⾞

（１台／号機） （２台＋予備１台／発電所）

＋

重⼤事故に対する備え（⾃主的な安全性向上対策︓蒸気発⽣器への注⽔）

《凡例》 ：既設設備

：新設設備

：新設可搬設備
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加圧器

原⼦炉容器

燃料取替
⽤⽔タンク

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物
蒸気発⽣器

蒸気発⽣器
美浜２号機蒸気発⽣器伝熱管損傷事象を踏

まえ、改良型への取替を実施。
⾼浜1:Ｈ7〜8年度、⾼浜2:Ｈ5〜6年度

原⼦炉容器上蓋
上蓋⽤管台の応⼒腐⾷割れに対する予防保全

処置として、取替を実施。
⾼浜1:Ｈ7〜8年度、⾼浜2:Ｈ8〜9年度

燃料取替⽤⽔タンク
海塩粒⼦による塩素型応⼒腐⾷割れに

対する⻑期保全の観点から、取替を実施。
⾼浜1:Ｈ16年度、⾼浜2:Ｈ15年度

復⽔器
細管の海⽔漏えい事

象の未然防⽌のため、
耐⾷性に優れたチタン管
への取替を実施。

⾼浜1:Ｈ14年度
⾼浜2:Ｈ15年度

給⽔ポンプ

低圧給⽔加熱器
蒸気発⽣器内の⽔質向上のため、細管のステンレス管への取替を実施。
⾼浜1:H14/Ｈ16年度、⾼浜2:Ｈ15年度

⾼圧給⽔
加熱器

低圧給⽔
加熱器

⾼圧給⽔加熱器
蒸気発⽣器内の⽔質向上のため、細管のステンレス管への取替を実施。

⾼浜1:H14年度、⾼浜2:H12/Ｈ15年度

○これまで、設備・機器全てに対して、保全計画に基づく、きめ細かい保守管理を実施
○また、使⽤材料等の改良も踏まえ、⼤型機器の取替えを積極的に実施し、最新プラントと同等の⾼い

信頼性を確保

低圧タービン
ロータの応⼒腐⾷割れに対する予防保全処置

として、取替を実施。
⾼浜1:Ｈ4〜6年度、⾼浜2:Ｈ5〜7年度

発電機（固定⼦コイル巻替）
固定⼦コイルの絶縁低下に対する予防保全

処置として、巻替を実施。
⾼浜1:Ｈ８年度、⾼浜2:Ｈ5年度

⾼経年劣化対策（運転開始以降の⼤型機器の取替え）

取替えを実施した⼤型機器
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※２ 経年劣化事象︓これまで蓄積してきた⾼経年化技術評価の知⾒を基に、最新の
トラブル情報等の運転経験や研究成果等の知⾒も踏まえて抽出

※１ 評価対象設備数 ⇒ ⾼浜１号機︓約3400 ⾼浜２号機︓約3200
ポンプ、容器、配管、熱交換器、弁、電気計装設備、タービン 等

（重⼤事故等対処設備等の追加）

【福島事故後の主な強化点】

・ 常設重⼤事故等対処設備
を評価対象として追加

・ 特別点検結果や、劣化を
考慮したうえで重⼤事故等
時の厳しい環境条件を踏
まえた評価を実施

＋
・ 設計⽤基準地震動に基づ

く耐震安全性と基準津波に
基づく耐津波安全性を、劣
化を考慮して評価

○安全上重要な設備・機器※１に想定される劣化事象を部品レベルで抽出し、60年を想定した劣
化状況を評価して、健全性を確認するとともに、⻑期の保守管理⽅針を策定

機器 部位 材料 経年劣化事象※２

余熱除去
ポンプ

余熱除去ポンプの例

⾼経年化対策（劣化状況評価の概要）
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炉内計装筒

炉⼼領域
（⺟材及び溶接部）

⼀次冷却材
ノズルコーナー部

原⼦炉容器点検 ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物点検

原⼦炉格納施設
原⼦炉補助建屋 等

原⼦炉格納容器点検

原⼦炉格納容器鋼
板 外部遮へい壁

内部ｺﾝｸﾘｰﾄ

原⼦炉格納施設基礎

原⼦炉補助建屋

内部ｺﾝｸﾘｰﾄタービン建屋（タービン架台）

溶接部及び
内⾯

※１︓超⾳波の反射によって⽋陥
の有無を確認

※２︓材料に渦電流を発⽣させ、
その電流の変化によって表
⾯⽋陥の有無を確認

対象機器 対象部位 点検⽅法

原⼦炉容器

⺟材及び溶接部（炉⼼領域
100％） 超⾳波探傷試験※１ による⽋陥の有無の確認

⼀次冷却材ノズルコーナー部 渦流探傷試験※２ による⽋陥の有無の確認

炉内計装筒（全数） ⽬視試験による溶接部の⽋陥の有無の確認及び渦流探傷試験に
よる計装筒内⾯の⽋陥の有無の確認

原⼦炉格納容器 原⼦炉格納容器鋼板
（接近できる点検可能範囲の全て） ⽬視試験による塗膜状態の確認

コンクリート構造物 原⼦炉格納施設
原⼦炉補助建屋 等 採取したコアサンプル（試料）による強度等の確認

⾼経年化対策（特別点検の概要（１／３））
○運転期間延⻑認可申請に先⽴ち、特別点検が義務化された。
○⾼浜１､２号機は、取替えが困難な、原⼦炉容器、原⼦炉格納容器、コンクリート構造物に対して特別

点検を⾏い、異常は認められなかった。
○劣化状況評価（⾼経年化技術評価）では、この点検結果も踏まえ、60年運転に問題がないことを確

認した。
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原⼦炉容器
の点検

遠隔操作が可能な原⼦炉容器検査ロボットを⽤い、炉⼼領域およ
び⼀次冷却材ノズルコーナー部の⽋陥の有無を確認。

⽬視点検装置、試験装置(渦流探傷)を吊り
下げて、炉内計装筒の溶接部、管内⾯の⽋
陥の有無を確認。

（１プラント当り ５０本）

外形⼨法、質量
1.8mx1mx0.9m
300kg(⽔中0kg)

移動⽅式
⾃泳
⾞輪による壁⾯の⾃⾛

原⼦炉容器検査ロボット

炉⼼領域部探傷

ﾉｽﾞﾙｺｰﾅｰ部探傷
異常のない
ことを確認

⾼経年化対策（特別点検の概要（２／３））
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原⼦炉格納
容器の点検

原⼦炉格納容器については、原⼦炉格納容器鋼板の健全性を確認するため、鋼板の塗膜状態
の⽬視試験を実施する。⾼所等、直接⽬視できない箇所についてはカメラを⽤いて確認。

①半球部外⾯
（直接⽬視試験）

②半球部内⾯
（遠隔⽬視試験）

半球部内⾯はポーラークレーン上から点検

回転ラダーか
ら点検

原⼦炉格納容器外⾯ 原⼦炉格納容器内⾯

コンクリート
構造物点検

原⼦炉格納施設、原⼦炉補助建屋、タービン建屋等において、採取したコアサンプルによる強度、
遮へい能⼒、中性化などの確認を実施。

中性化深さの点検事例
（試薬により変⾊度合を確認）

強度の点検事例
（圧縮試験機による確認）

異常のない
ことを確認

異常のない
ことを確認

圧縮

コアサンプル

⾼経年化対策（特別点検の概要（３／３））



53⾼経年化対策（コンクリートコアサンプルの採取）

○コンクリートの健全性が維持されていることを確認するため、１、２号機 約300本のコンクリートコアサンプルを
採取

○これらのコアサンプルを⽤いて、強度、遮へい能⼒、中性化、塩分浸透状況、アルカリ⾻材反応を調査し、コンク
リートの健全性を確認

コンクリートコアサンプル採取状況 コンクリートコアサンプルの例



54⾼経年化対策（格納容器内外⾯塗装点検）
○原⼦炉格納容器の健全性が維持されていることを確認するため、原⼦炉格納容器鋼板の劣化を防⽌する

ために塗布されている塗装被膜の状況に問題が無いことを確認
○表⾯塗装の⽋陥が確認された箇所にはタッチアップ塗装を実施

EL 4

EL 17

EL 32

EL 24

EL 65

EL 85

Φ38.40

塗装箇所
ｴﾘｱ

No.
EL（m）

塗装方法

(ｱｸｾｽ方法)
塗装

面積（㎡ ）
点検方法

内
面

半
球
部

① 59～85
部分

（足場）

１６３

（187）
(   )内2u分

ポーラクレーン上から遠

隔*・直接目視

円
筒
部

②

35～59
部分

(足場・ｺﾞﾝﾄﾞﾗ) 481
（501）

高所はｺﾞﾝﾄﾞﾗ、機器歩

廊より遠隔目視*
オペフロ上で仮設足場
等より近接して点検可
能な場所は直接目視

32～35 全面

③ 17～32
全面

(足場)
1,808 仮設足場等より直接目

視

外
面

半
球
部

④ 65～85
部分

(足場)
１６１

（194）

回転ラダーより直接目
視

ダクト近傍は遠隔目視*

円
筒
部

⑥
20～24
27～32

全面

(足場)
1,080

仮設足場等より直接目
視⑤ 32～65

全面

(足場)
4,070

⑦
17～20
24～27

全面

(足場)
720

①

④

⑤

⑥

③

②

⑦

* 遠隔⽬視では、0.8mmの⽋陥が確認できる条件の倍率で確認。



⾼浜発電所事故制圧訓練体制（4基発災時）

⾼浜発電所

発電所
対策

本部⻑

安全管理
班⻑

放射線管理
班⻑

発電所
対策副
本部⻑

１号
炉主任

２号
炉主任

３号
炉主任

４号
炉主任

総務
班⻑

広報
班⻑

情報
班⻑

【実施組織】

【運営⽀援組織】

【技術⽀援組織】

１号
ユニット
指揮者

ユニット
指揮者

ユニット
指揮者

ユニット
指揮者

発電
副班⻑

保修班⻑

発電
班⻑

保修班⻑

発電
副班⻑

保修班⻑

発電
副班⻑

保修班⻑

２号 ３号 ４号

各役割毎の責任者は、以下の役職者が就くことを原則とし、
その時の状況により対策本部⻑が指名する。

◆ユニット指揮者
運営統括⻑、品質保証室⻑、安全・防災室⻑、
保修⼯事グループ課⻑

◆発電班⻑、副班⻑
発電室⻑、課⻑、係⻑

◆保修班⻑
電気・計装・原⼦炉・タービン・⼟建の保修課⻑、係⻑、班⻑

◆総務班⻑︓庶務、⼈財・安全係⻑

◆広報班⻑︓コミュニケーション課⻑、係⻑

◆情報班⻑︓技術課⻑、運⽤係⻑

◆安全管理班⻑
原⼦燃料課⻑、係⻑、班⻑、安全・防災室課⻑、係⻑

◆放射線管理班⻑
放射線管理課⻑、係⻑

対応者【詳細】

【発電所における事故対応体制】
4基同時に発災した場合、対策本部⻑はユニット毎に指揮者や現場対応責任者を指名する。
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